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Customs and Trade Automated Interface Requirements

	業務処理統制


	本章は自動通商［輸出入申告］システム(ACS)ﾚｺｰﾄﾞの
代表的な構成を定義する。
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APL‑17

ﾄﾗﾝｻﾞｸｼｮﾝ制御ﾍｯﾀﾞｰﾚｺｰﾄﾞと一対となっていて、かつ、ﾄﾗﾝｻﾞｸｼｮﾝﾌｧｲﾙの終わりを表すのに使用

される必須のﾄﾗﾝｻﾞｸｼｮﾝ制御後書きﾚｺｰﾄﾞ
業務処理統制
各入力又は出力ﾄﾗﾝｻﾞｸｼｮﾝは、ﾄﾗﾝｻﾞｸｼｮﾝ制御ﾍｯﾀﾞｰﾚｺｰﾄﾞ（ﾚｺｰﾄﾞの識別子A）、ﾌﾞﾛｯｸ制御ﾍｯﾀﾞｰﾚｺｰﾄﾞ（ﾚｺｰﾄﾞの識別子B）、ﾌﾞﾛｯｸ制御後書きﾚｺｰﾄﾞ（ﾚｺｰﾄﾞの識別子Y）及びﾄﾗﾝｻﾞｸｼｮﾝ制御後書きﾚｺｰﾄﾞ（ﾚｺｰﾄﾞの識別子Z）で構成されなければならない。これらのﾚｺｰﾄﾞは送信と同時に入力として(CBPへ)送られなければならない。合衆国・税関国境警備局(CBP)は同一のﾚｺｰﾄﾞとﾌｧｲﾙ/ﾌﾞﾛｯｸ構成を用いて出力を返す。各ﾄﾗﾝｻﾞｸｼｮﾝﾌｧｲﾙに対する事象［ｲﾍﾞﾝﾄ］の配列が図１：代表的なABIﾚｺｰﾄﾞ構成に示されている。
ﾄﾗﾝｻﾞｸｼｮﾝ制御ﾍｯﾀﾞｰ(A)ﾚｺｰﾄﾞ: 本ﾚｺｰﾄﾞは使用者［ﾕｰｻﾞｰ］、ﾃﾞｰﾀの送り手/受け手を特定するのに使用され、併せてﾄﾗﾝｻﾞｸｼｮﾝﾌｧｲﾙ （ﾚｺｰﾄﾞの識別子A-Z文の１ｾｯﾄ）の開始を表す。
ﾌﾞﾛｯｸ制御ﾍｯﾀﾞｰ(B)ﾚｺｰﾄﾞ: 本ﾚｺｰﾄﾞは後に続く詳細ﾃﾞｰﾀが何であるかを明らかにするのに使用され、併せて配置によるﾃﾞｰﾀのｸﾞﾙｰﾌﾟ分けを可能にする。１つのﾄﾗﾝｻﾞｸｼｮﾝﾌｧｲﾙ範囲内の全てのﾌﾞﾛｸは同一種類の適用業務データから構成されなければならない。適用業務が異なれば、別々のﾄﾗﾝｻﾞｸｼｮﾝﾌｧｲﾙ （ﾚｺｰﾄﾞの識別子A-Z文の複数ｾｯﾄ）の構築が要求される。
ﾌﾞﾛｯｸ制御後書き(Y)ﾚｺｰﾄﾞ: 本ﾚｺｰﾄﾞはﾌﾞﾛｯｸ制御ﾍｯﾀﾞｰと一対をなし、ﾌﾞﾛｯｸ詳細ﾃﾞｰﾀの終わりを知らせる。
ﾄﾗﾝｻﾞｸｼｮﾝ制御後書き(Z)ﾚｺｰﾄﾞ: 本ﾚｺｰﾄﾞはﾄﾗﾝｻﾞｸｼｮﾝ制御ﾍｯﾀﾞｰﾚｺｰﾄﾞと一対をなし、ﾄﾗﾝｻﾞｸｼｮﾝﾌｧｲﾙの終わりを知らせる。
多種類のﾄﾗﾝｻﾞｸｼｮﾝを可能にするために、ACS利用者は１つの送信ｾｯｼｮﾝ中に２以上のﾄﾗﾝｻﾞｸｼｮﾝﾌｧｲﾙを受信又は送信してよい。
ﾄﾗﾝｻﾞｸｼｮﾝ制御ﾍｯﾀﾞｰ(A)と後書き(Z)ﾚｺｰﾄﾞの双方において、申告者及び地区/通関地符号がそれぞれ一致しなければならない。それら（申告者と地区/通関地符号）によって参加者のﾃﾞｰﾀ処理ｻｲﾄ（恐らくｻｰﾋﾞｽ機関）が特定される。 ﾌﾞﾛｯｸ制御ﾍｯﾀﾞｰ(B)と後書き(Y)ﾚｺｰﾄﾞはそのﾌﾞﾛｯｸに含まれるﾃﾞｰﾀに関連する地区/通関地及び通関申告者略号から構成されなければならない。
ﾄﾗﾝｻﾞｸｼｮﾝ制御ﾚｺｰﾄﾞ（A及びZ）における地区/通関地と申告者略号の関係、並びにﾌﾞﾛｯｸ制御ﾚｺｰﾄﾞ（B及びY）における地区/通関地と申告者略号の関係がﾃﾞｰﾀの送信より前にCBPと共に確立されなければならない。ACSシステムの機密保持機能がこの情報を送受信毎に検証する。
新事務所所在地のために（CBPから）ﾃﾞｰﾀを送信したいサービス機関又は複数港に拠点を有する通関業者/輸入者は、かの所在地のための送信より前に、CBP相談窓口担当官と連絡を取らなければならない。同じく、既に活動中の参加者が、ｻｰﾋﾞｽ機関から自主運用に変わる、或いはその逆、若しくはあるｻｰﾋﾞｽ機関から別のｻｰﾋﾞｽ機関に変わる場合にも、CBP相談窓口担当官に通知しなければならない。
適用業務識別子: 適用業務識別子はﾄﾗﾝｻﾞｸｼｮﾝﾌｧｲﾙ中の適用業務ﾃﾞｰﾀの種類及び実行すべきタスクを特定するﾌﾞﾛｯｸ制御ﾍｯﾀﾞｰﾚｺｰﾄﾞ内の２桁のコードである。有効な適用業務識別子ｺｰﾄﾞは本章後半でﾚｺｰﾄﾞの識別子Ｂに掲載されている。２文字一式の適用業務識別子で一つの一意のタスクを指定する。適用業務識別子の２番目の桁は、当該ﾃﾞｰﾀを入力(I,N,J又はP)ﾃﾞｰﾀ若しくは出力(R,S,L又はT)ﾃﾞｰﾀとして特定するのに役立つ。例えば、適用業務識別子KIはACSへの輸入者担保問合わせ入力であり；適用業務識別子KRはACSからの輸入者担保問合わせ出力である。HNは国境貨物引渡し入力であり、HSは国境貨物引渡し出力である。
歴史的に見ると、適用業務識別子の１番目の文字がそのﾄﾗﾝｻﾞｸｼｮﾝﾌｧｲﾙと関連する詳細ﾃﾞｰﾀﾚｺｰﾄﾞの制御識別子の最初の文字になった。例えば、輸入者担保問合わせ詳細ﾚｺｰﾄﾞの制御識別子はKである。但し、納税申告入力(EI)、国境貨物引渡し(HN)、食品医薬品局(FDA)製品コード問合わせ(NP)、申告書提出日の修正(DN)及び保税運送ﾄﾗﾝｻﾞｸｼｮﾝ(QP及びWP)など幾つかの例外がある。
もはや、かの特徴が全てのACSﾃﾞｰﾀﾄﾗﾝｻﾞｸｼｮﾝについて当て嵌まるとはいえない。ACSは成長しており、適用業務種別の数も急激に増えているので、適用業務識別子と制御識別子の関係もいくぶんか変化してきている。もはや、あなたは詳細ﾚｺｰﾄﾞ中の制御識別子だけでﾄﾗﾝｻﾞｸｼｮﾝﾃﾞｰﾀを特定してはならない。ﾄﾗﾝｻﾞｸｼｮﾝﾃﾞｰﾀを特定する適切な技法は、先ずﾌﾞﾛｯｸ制御ﾍｯﾀﾞｰ(B)ﾚｺｰﾄﾞ中の一意の適用業務識別子を見分けることにあり、それからどちらの制御識別子がかの適用業務の範囲内で使用されているかを知ることである。
適用業務と制御識別子の使い方に適用される規則がACSの隅から隅まで一貫して守られている。このﾃﾞｰﾀ特定方法は、ACSからの出力を受取る利用者に様々な出力が、ﾌﾛｯｸ制御ﾍｯﾀﾞｰﾚｺｰﾄﾞに含まれる適用業務識別子、又は詳細ﾚｺｰﾄﾞ中の制御識別子によって特定されると言う柔軟性を与えている。


Entry Summary Input 

ﾚｺｰﾄﾞの識別子 A
これはﾄﾗﾝｻﾞｸｼｮﾝの開始を知らせる必須のﾄﾗﾝｻﾞｸｼｮﾝ制御ﾍｯﾀﾞｰﾚｺｰﾄﾞである。ACSはそれをﾃﾞｰﾀﾌｧｲﾙの内部統制及び公認利用者の追加的検証用に使用する。
	ﾚｺｰﾄﾞの識別子 A

	データ要素
	長さ/ 部類
	位置　（桁）
	状態
	説明
	注記

	制御識別子
	1A
	1
	M
	常にAに等しくなければならない。
	

	受信者の
地区/通関地
	4N
	2‑5
	M
	ﾃｰﾀが返されるﾃﾞｰﾀ処理ｻｲﾄの地区/通関地を表す符号。もし、本ﾚｺｰﾄﾞの40-43桁が空白で埋められているなら、この符号は併せて送信者の地区/通関地を表す。
	1

	受信者の

申告者略号
	3AN
	6‑8
	M
	CBPにより現役の通関申告関連資料作成者全員及び公認ｻｰﾋﾞｽ機関並びにｿﾌﾄｳｪｱ販売元に割当てられた一意の略号。この略号はﾄﾗﾝｻﾞｸｼｮﾝ制御後書きﾚｺｰﾄﾞ（ﾚｺｰﾄﾞの識別子Z）（中）の受信者の申告者略号と同一でなければならない。もし、本ﾚｺｰﾄﾞの44-46桁が空白で埋められているなら、この略号は併せて送信者の申告者略号を表す。
	

	受信者の
パスワード
	6AN
	9‑14
	M
	利用者とCBP両者により同意された　ﾊﾟｽﾜｰﾄﾞを表す(CBP)出力専用ｺｰﾄﾞ。もし、本ﾚｺｰﾄﾞの49-54桁が空白で埋められているなら、このｺｰﾄﾞは併せて送信者のﾊﾟｽﾜｰﾄﾞを表す。 
	

	現在の日付
	6N
	15‑20
	M
	現在の日付を表すMMDDYY（月、日、年）形式での数値表示の日付。
	

	バッチ番号
	2N
	21‑22
	M
	当日のABI伝送に対する一連のﾊﾞｯﾁｶｳﾝﾄを要求する01から99までの数字。  もし、利用者がﾃﾞｰﾀを１日に１回伝送するなら、そのﾊﾞｯﾁ番号は常に01である。しかしながら、もし、利用者がﾃﾞｰﾀを２回以上伝送するなら、そのﾊﾞｯﾁ番号は01から始めて伝送される各ﾊﾞｯﾁ毎に１ずつ増やされるべきである。ﾊﾞｯﾁ番号はACS内にﾚｺｰﾄﾞの一部として保存されない。
	

	全国輸入者清算(NIL)標識
	3A
	23‑25
	C
	全国輸入者清算(NIL)標識を表す符号。  もし、利用者がNIL制度に従って、清算/延期/中止に関する好意に基く通知を受け取る権限を与えられているなら、この符号はNILである。清算/延期/中止の好意に基く通知に関する追加情報については、本刊行物の好意に基く通知の章を参照のこと。これは(CBP)出力に限り適用される。
	

	フィラー
	12AN
	26‑37
	M
	空白［ｽﾍﾟｰｽ］埋め。
	

	受信者の事務所コード
	2N
	38‑39
	O
	特定の(CBP)出力専用利用者事務所を表す、利用者とCBP両者により同意されたコード。
	

	送信者の
地区/通関地
	4N
	40‑43
	C
	ﾃﾞｰﾀが送信されているﾃﾞｰﾀ処理ｻｲﾄの地区/通関地を表す符号。もし、この符号があるなら、44-54桁も同じくﾃﾞｰﾀを含まなければならない。有効な地区/通関地符号は本刊行物の参考資料抜粋ﾌｧｲﾙの章を通じて照会できる。
	1

	送信者の
申告者略号
	3AN
	44‑46
	C
	CBPにより現役の通関申告関連資料作成者全員及び公認ｻｰﾋﾞｽ機関並びにﾃﾞｰﾀを送信するｿﾌﾄｳｪｱ販売元に割当てられた一意の略号。もし、この略号があるなら、40-43及び47-54桁もﾃﾞｰﾀを含まなければならない。
	1

	送信者の

事務所コード

	2N
	47‑48
	C
	利用者とCBP両者により同意された特定の利用者事務所に対するｺｰﾄﾞ。もし、このｺｰﾄﾞがあるなら、40-46及び49-54桁もﾃﾞｰﾀを含まなければならない。
	

	送信者の
パスワード
	6AN
	49‑54
	C
	利用者とCBP両者により同意されたパスワードを表す(CBP)出力専用コード。もし、このｺｰﾄﾞがあるなら、40-48桁もﾃﾞｰﾀを含まなければならない。
	

	フィラー
	15AN
	55‑69
	M
	空白［ｽﾍﾟｰｽ］埋め。
	

	利用者用データ
	11X
	70‑80
	C
	70から80桁までは利用者の内部使用のためのもの。これらの桁は、AﾚｺｰﾄﾞがACSから出力として返される時、変更されないでそのまま利用者に戻される。
	


「注１」
ﾄﾗﾝｻﾞｸｼｮﾝ制御ﾍｯﾀﾞｰ(A)と後書き(Z)ﾚｺｰﾄﾞの双方において、申告者及び地区/通関地符号がそれぞれ一致しなければならない。それら（申告者と地区/通関地符号）によって参加者のﾃﾞｰﾀ処理ｻｲﾄ（恐らくｻｰﾋﾞｽ機関）が特定される。ﾌﾛｯｸ制御・ﾍｯﾀﾞｰ(B)及び後書き(Y)ﾚｺｰﾄﾞはそのﾌﾞﾛｯｸ内に含まれるﾃﾞｰﾀと関連する地区及び通関申告者略号を包含しなければならない。
ﾄﾗﾝｻﾞｸｼｮﾝ制御ﾚｺｰﾄﾞ（A及びZ）における地区/通関地と申告者略号の関係、並びにﾌﾞﾛｯｸ制御ﾚｺｰﾄﾞ（B及びY）における地区/通関地と申告者略号の関係がﾃﾞｰﾀの送信より前にCBPと共に確立されなければならない。ACS（ｼｽﾃﾑ）の機密保持機能がこの情報を送受信毎に検証する。それ故に、新事務所所在地のためにﾃﾞｰﾀを送信したいサービス機関又は複数港に拠点を有する通関業者/輸入者は、かの所在地のための送信より前に、CBP相談窓口担当官と連絡を取らなければならない。同じく、既に活動中の参加者が、ｻｰﾋﾞｽ機関から自主運用に変わる、或いはその逆、若しくはあるｻｰﾋﾞｽ機関から別のｻｰﾋﾞｽ機関に変わる場合にも、CBP相談窓口担当官に通知しなければならない。
通関申告関連のﾄﾗﾝｻﾞｸｼｮﾝ中の地区符号は"B"ﾚｺｰﾄﾞに関する地区/通関地ﾌｨｰﾙﾄﾞの地区符号と一致しなければならない。但し、公認の地区横断処理；即ち、当該ﾌﾞﾛｯｸ内の全てのﾄﾗﾝｻﾞｸｼｮﾝについて地区符号が10 (ﾆｭｰﾖｰｸ州ﾆｭｰﾖｰｸ市)、46 (ﾆｭｰｼﾞｬｰｼﾞｰ州ﾆｭｰｱｰｸ)及び47 (ﾆｭｰﾖｰｸ州ｼﾞｬﾏｲｶ)の場合を除く。
全ﾌﾞﾛｯｸのﾃﾞｰﾀについて、通関申告関連のﾄﾗﾝｻﾞｸｼｮﾝ中の申告者略号は"B"ﾚｺｰﾄﾞ中の申告者略号と一致しなければならない。
ﾚｺｰﾄﾞの識別子B
これは必須のﾌﾞﾛｯｸ制御ﾍｯﾀﾞｰﾚｺｰﾄﾞである。それはその［ﾌﾞﾛｯｸ制御ﾍｯﾀﾞｰﾚｺｰﾄﾞ］後の詳細ﾃﾞｰﾀﾚｺｰﾄﾞの共通した特徴を明確にするために使用される。 

	ﾚｺｰﾄﾞの識別子B

	データ要素
	長さ/ 部類
	位置　（桁）
	状態
	説明
	注記

	制御識別子
	1A
	1
	M
	常にBに等しくなければならない。
	

	ブロック番号
	2N
	2-3
	M
	01から99までの数字である。もし、利用者が詳細ﾃﾞｰﾀについてただ１個のﾌﾞﾛｯｸを送信しているなら、そのﾌﾞﾛｯｸ番号は01である。ﾌﾞﾛｯｸ番号はACS内にﾚｺｰﾄﾞの一部として保存されない。  もし、２個以上のﾌﾞﾛｯｸが伝送されているなら、そのﾌﾞﾛｯｸ番号は01から始めて伝送される各ﾊﾞｯﾁ毎に１ずつ増やされるべきである。
	

	処理する地区/　通関地 符号
	4N
	4‑7
	M
	処理する地区/通関地を表す符号。有効な地区/通関地符号は本刊行物の参考資料抜粋ﾌｧｲﾙの章を通じて照会できる。この符号は併せて、どこで（CBPのある地区/通関地所在地）明細書が刊行され、処理されるかを指定する。 
	1

	通関申告者略号
	3AN
	8‑10
	M
	税関国境警備局(CBP)により現役の通関申告関連資料作成者全員に割当てられた一意の略号。通関申告が何処に提出されたかには構わず、申告番号の最初の3桁を通関申告者略号が占める。この略号はﾌﾟﾛｯｸ制御後書きﾚｺｰﾄﾞ（ﾚｺｰﾄﾞの識別子Y）（中）の通関申告者略号と同一でなければならない。この略号はそのﾌﾞﾛｯｸ内に含まれるﾃﾞｰﾀに対し責任を有するACS利用者を表す。ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｻｰﾋﾞｽ機関はその引取り/納税申告に責任がある利用者の通関申告者略号を書き入れなくてはならない。
	

	適用業務識別子

	2X
	11‑12
	M
	適用業務識別子はそのﾌﾞﾛｯｸ内に含まれるｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ詳細ﾃﾞｰﾀの種類を定義する。
	2

	取引明細書の
状態
	1A
	13
	C
	取引明細書の状態を表すｺｰﾄﾞ。このﾃﾞｰﾀ要素は日次取引明細書出力ﾚｺｰﾄﾞ上にのみある。有効な取引明細書の状態ｺｰﾄﾞは：
P = 仮取引明細書
F = 最終取引明細書
	

	取引明細書番号
	10A/N
	14‑23
	C
	このﾃﾞｰﾀ要素は日次取引明細書出力ﾚｺｰﾄﾞ上にのみある、それでそれは利用者からの報告書頭書き印刷に使用できる。最後の３桁は幾つかの大通関地で生成される取引明細書の数の増加に対応するための英字とする。
	

	仮取引明細書

印刷日付
	6N
	24‑29
	C
	仮取引明細書印刷日付を表すMMDDYY（月、日、年）形式での数値表示の日付。このﾃﾞｰﾀ要素は仮及び最終取引明細日報出力ﾚｺｰﾄﾞ上にのみある、それでそれは利用者からの報告書頭書き印刷に使用できる。
	

	支払い方法
［種別］標識
	1N
	30
	C
	このﾃﾞｰﾀ要素は日次取引明細書出力ﾚｺｰﾄﾞ上にのみある、それでそれは利用者からの報告書頭書き印刷に使用できる。
	3

	登録輸入者番号
	12X
	31‑42
	C
	このﾃﾞｰﾀ要素は日次取引明細書出力ﾚｺｰﾄﾞ上にのみある、それでそれは利用者からの報告書頭書き印刷に使用できる。
	4

	顧客部門指定 
	2AN
	43‑44
	C
	顧客部門指定を表す略号。この略号は、申告者が顧客部門指定及び日次取引明細書処理を使用する場合だけ存在する。この略号は利用者からの報告書頭書き印刷に使用される。
	

	手続きする事務所コード
	2N
	45‑46
	O
	その通関業者により割当てられた一意のコード。このコードはCBPと調整され、かつ、自動作成される申告者プロファイルに使われなければならない。
	

	作成者の　　　地区/通関地
	4AN
	47‑50
	C
	56桁目の作成者標識が空白でないときに使用し、そうでなければ、空白のままにしておく。
	

	作成者の　　　申告者略号
	3AN
	51‑53
	C
	この略号は、56桁目の作成者標識が空白でないなら通関申告者略号に等しくなければならず、そうでなければ、空白のままにしておく。
	

	作成者の事務所コード
	2N
	54‑55
	C
	56桁目の作成者標識が空白でなく、かつ、51-53桁目の作成する申告者が（利用者）事務所コードを用いるときに使用する。
	

	作成者標識
	1N
	56
	C
	遠隔地申告でなければ空白。遠隔地申告なら、「１」若しくは調停申告については「２」。
	

	フィラー
	3AN
	57‑59
	M
	空白［ｽﾍﾟｰｽ］埋め。
	

	利用者用データ
	21AN
	60‑80
	C
	60から80桁までは参加者の内部使用のためのもの。これらの桁は、BﾚｺｰﾄﾞがACSから出力として返される時、変更されないでそのまま利用者に戻される。
	


「注１」
処理する地区/通関地は納税申告セット（情報）が自動通商［輸出入申告］システム(ACS)に入力される場所と（定義）する。例えば、もし、通関（引取）申告がペンシルヴェニア州、ウィルクス・バリ（市）で行われたなら、その納税申告はフィラデルフィアで入力されたい。フィラデルフィアの地区/通関地符号が処理する地区/通関地として表示されるべきである。もし、処理する地区/通関地がフィラデルフィアなら、かの地区内のその他通関地（例えば、スクラントン、ハリスバーグ、及びピッツバーグ）をその送信に含められる。
異なる処理する地区からの入力については、レコードの別ブロックを必要とする。同一地区に割当てられた補助港（ﾃﾞｰﾀ）を同一ﾃﾞｰﾀﾌﾞﾛｯｸ範囲内で送信できる。実例：ﾌﾞﾛｯｸ制御ﾚｺｰﾄﾞ中の地区/通関地が3801とする。この場合、このﾌﾞﾛｯｸには通関地3801,3802,3803,等々の申告ﾃﾞｰﾀが含まれる。
日刊の取引明細書処理のために、納税申告入力（適用業務識別子EI）とﾌﾞﾛｯｸ制御ﾍｯﾀﾞﾚｺｰﾄﾞ（ﾚｺｰﾄﾞの識別子B）に入力される処理する地区/通関地符号はACSに、ﾌﾞﾛｯｸ内の如何なる納税申告も、ﾚｺｰﾄﾞの識別子10に示される通関申告をする地区/通関地符号には構わず、"B"ﾚｺｰﾄﾞに示される地区/通関地符号の日刊の取引明細書に含まれるべきとの注意を喚起する。

例えば、もし、適用業務識別子EI入力のﾌﾞﾛｯｸがﾃﾞﾄﾛｲﾄ（地区/通関地符号3801）とﾎﾟｰﾄﾋｭｰﾛﾝ（地区/通関地符号3802）の両方を含み、かつ、3801がそのﾌﾛｯｸﾍｯﾀﾞｰ中の処理する地区/通関地符号に入力されるなら、ﾃﾞﾄﾛｲﾄとﾎﾟｰﾄﾋｭｰﾛﾝの両方の納税申告がﾃﾞﾄﾛｲﾄの日刊の取引明細書に含まれるべきである。
もし、ﾎﾟｰﾄﾋｭｰﾛﾝの独立した取引明細書が望まれるなら、ﾎﾟｰﾄﾋｭｰﾛﾝの納税申告がそのﾌﾞﾛｯｸ制御ﾍｯﾀﾞｰﾚｺｰﾄﾞに処理する地区/通関地として明記される3802それだけのブロック中になければならない。 

「注」：これは制御ﾚｺｰﾄﾞの活用を明確化するものであって、現存の納税申告手続きに対する変更を表すものではない。 

「注２」
有効な適用業務識別子ｺｰﾄﾞは次の通り：
	CBPへの入力
	CBP　からの出力
	説明
	CATAIRの章

	
	BD
	通関業者による積荷目録　　　　のダウンロード
	自動積荷目録システム(AMS) 通関業者 　　ダウンロード

	
	BN
	食品医薬品局

ﾊﾞｲｵﾃﾛ法( BTA) 事前通知
	その他の政府機関

	CI
	CR
	電子送り状
	自動送り状システム

	CN
	CS
	ﾀﾞﾝﾋﾟﾝｸﾞ防止/相殺関税　　（ﾃﾞｰﾀ）問合せ
	ﾀﾞﾝﾋﾟﾝｸﾞ防止/相殺関税（ﾃﾞｰﾀ）問合せ 

	CP
	CT
	その他機関申告ﾃﾞｰﾀの更新
	その他の政府機関

	DN
	DS
	申告日更新ﾄﾗﾝｻﾞｸｼｮﾝ
	申告日更新ﾄﾗﾝｻﾞｸｼｮﾝ 

	
	DT
	その他（政府）機関の申告ﾃﾞｰﾀ訂正要求
	その他の政府機関

	EI
	ER
	納税申告
	納税申告 

	FI
	FR
	参考資料抜粋ファイル
	参考資料抜粋ファイル

	FN
	FS
	魚類及び野生動物庁
	その他の政府機関ファイル検索

	FT
	NF
	外国貿易地域入れ許可データ
	外国貿易地域 (FTZ)

	FZ
	NF
	外国貿易地域事象（入場）報告
	外国貿易地域 (FTZ)

	GN
	GS
	試験所/検量所問合わせ
	試験所/検量所問合わせ

	HI
	HR
	貨物引渡しﾄﾗﾝｻﾞｸｼｮﾝ
	貨物引渡し

	HN
	HS
	国境貨物引渡し
	国境貨物引渡し

	HP
	HT
	取引明細書の削除/更新ﾄﾗﾝｻﾞｸ　ｼｮﾝ
	納税申告

	II
	IR
	申告貨物審査基準（進捗）状態問合わせ
	貨物/積荷目録の状態［ｽﾃｰﾀｽ］照会

	IJ
	IL
	荷受人の名称/住所・追加
	荷受人の名称/住所

	IN
	IS
	通関申告/保税運送/積荷目録の現在の状態問合わせ
	貨物/積荷目録の状態［ｽﾃｰﾀｽ］照会

	IP
	IT
	ADD/CVD 事件簿抜粋
	参考資料抜粋ﾌｧｲﾙ

	JI
	JR
	納税申告問合わせ
	納税申告照会

	JJ
	JL
	関税払戻概要［申告］
	関税払戻概要［申告］

	KI
	KR
	輸入者/担保問合わせ
	ﾚｺｰﾄﾞのﾚｲｱｳﾄは下記のURLにある ACE CATAIRの中にある：
http://www.cbp.gov/xp/cgov/trade/automated/modernization/ace_edi_messages/catair_main/abi_catair/catair_chapters/


	KJ
	KL
	NAFTAの関税繰り延べ
	NAFTAの関税繰り延べ

	KN
	KS
	荷受人の名称/住所・照会
	荷受人の名称/住所

	LN
	LS
	船荷証券の更新
	船荷証券

	MJ
	ML
	(FDA)製品コードビルダの更新照会
	その他の政府機関ファイル検索

	MO
	MQ
	月次一括納税明細書の経路変更
	月次一括納税明細書

	
	MS
	月次一括納税明細書
	月次一括納税明細書

	NP
	NT
	食品医薬品局(FDA)製品コード
	その他の政府機関ファイル検索

	
	NR
	清算に関する好意に基く通知
	好意に基く通知

	
	NS
	保税運送状態通知
	保税運送

	OP
	OT
	FDAの遵守(情報)の確認・類型 
	その他の政府機関ファイル検索

	
	OR
	利用者統計
	利用者統計

	PG
	
	参加している政府機関
	参加している政府機関

	PJ
	PL
	異議申し立ての最初の申告
	異議申し立て

	PN
	PZ
	取引明細定時日報に対する自動手形交換所(ACH)への引き落とし指示書／納税申告書提出
	取引明細定時日報

	PP
	PT
	FDA施設識別名
	その他の政府機関ファイル検索

	
	PS
	船荷証券処理結果
	船荷証券

	
	QR
	日次取引明細書
	日次取引明細書

	QJ
	QL
	異議申し立ての修正
	異議申し立て

	QN
	QS
	自動手形交換所
	自動手形交換所

	QO
	QQ
	ABI取引明細書/自動手形交換所(ACH)経由の支払の経路変更
	日次取引明細書

	QP
	QT
	保税運送のﾄﾗﾝｻﾞｸｼｮﾝ（処理）
	保税運送

	QX
	XT
	航空貨物の保税運送
	航空貨物の保税運送

	RA
	RB
	調停申告書の提出
	調停

	RJ
	RL
	異議申し立ての補足
	異議申し立て

	
	RR
	貨物引渡し処理結果
	貨物引渡し

	
	SA
	輸入者保証申告制度(ISF)状態（確認）助言（ﾒｯｾｰｼﾞ）
	輸入者保証申告制度(ISF) (ISF-10, ISF-5)

	SF
	SN
	輸入者保証申告制度(ISF)
	輸入者保証申告制度(ISF)  (ISF-10, ISF-5)

	SJ
	SL
	異議申し立ての便宜提供要求
	異議申し立て 

	
	SS
	異議申し立てに関する自動通告/問合わせ応答
	異議申し立て

	TI
	TR
	当該輸入者ﾌｧｲﾙにCBP様式(CBPF)5106（輸入者識別番号入力ﾚｺｰﾄﾞ）ﾃﾞｰﾀを加える
	ﾚｺｰﾄﾞのﾚｲｱｳﾄは下記のURLにある ACE CATAIRの中にある：

http://www.cbp.gov/xp/cgov/trade/automated/modernization/ace_edi_messages/catair_main/abi_catair/catair_chapters/


	
	TS
	期限切れ予定の一時的輸入税関担保(TIB) 
	一時的輸入税関担保(TIB)

	UI
	UR
	割当て問合わせ
	割当て

	
	US
	電子的な拒否/要請通知
	自動送り状システム

	
	VR
	国際統一商品分類(HS)更新
	実行関税率表(HTS)

	WI
	WR
	実行関税率表(HTS)照会
	実行関税率表(HTS)

	WP
	WT
	保税運送の責任/事前･通知の改訂/譲渡
	保税運送

	WX
	XT
	航空貨物保税運送の責任/事前･通知の改訂/譲渡
	航空貨物保税運送

	
	XR
	（指定）品目の即時引渡し
	（指定）品目の即時引渡し

	XN
	XS
	一時的輸入税関担保(TIB)による納税申告
	一時的輸入税関担保(TIB)

	
	ZD
	外国貿易地域(FTZ)に関する、地域内の業者へのﾃﾞｰﾀﾀﾞｳﾝﾛｰﾄﾞ
	外国貿易地域(FTZ)

	#I
	#R
	誤り統計問合わせ
	誤り統計照会

	$I
	$R
	製造者の名称及び住所 – 追加
	製造者の名称及び住所の追加

	$N
	$S
	製造者の名称及び住所 – 照会
	製造者（識別）簿検索

	
	%R
	通貨（交換率）更新
	通貨（交換率）更新


「注３」　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
有効な支払い方法［種別］標識記号 は次の通り

記号
内容

2
支払いが仮取引明細書印刷日付と通関申告者略号により一括処理される予定の場合

3
支払いが仮取引明細書印刷日付と 登録輸入者番号 (客先番号) により一括処理される予定の場合
5
支払いが仮取引明細書印刷日付と幾つかの下位区分［部門］（添え字）を持つ輸入者に対する 登録輸入者番号により一括処理される予定の場合

6
支払いが仮取引明細定時日報印刷日付と通関申告者略号により一括処理される予定の場合

7
支払いが仮取引明細定時日報印刷日付と登録輸入者番号 (客先番号)により一括処理される予定の場合

8
支払いが仮取引明細定時日報印刷日付と幾つかの下位区分［部門］（添え字）を持つ輸入者に対する 登録輸入者番号により一括処理される予定の場合
支払い方法［種別］標識記号6,7及び8は自動通商環境(ACE)の客先番号でなければ

ならない。
「注４」
登録輸入者番号の有効な書式は次の通り

NN‑NNNNNNNXX

内国歳入庁 (IRS) 番号

YYDDPP‑NNNNN

CBP割当て番号

NNN‑NN‑NNNN

社会保障番号
これらの符号において、 N = 数字、 X = 英数字、YY =その番号が割当てられた時点の暦年の最後の２桁、及びDDPP =その番号が割当てられた場所の地区/通関地符号。

もし、その登録輸入者番号は内国歳入庁(IRS)形式であってその最後の２桁が空白［ｽﾍﾟｰｽ］なら、ACSはﾌｧｲﾙ検索の引数がCBP輸入者ﾌｧｲﾙに合わせられるように空白［ｽﾍﾟｰｽ］をｾﾞﾛに変換する。 ACSの出力ﾃﾞｰﾀは、２個の空白[ｽﾍﾟｰｽ]が入力されていた場合、登録輸入者番号の最後の２桁をｾﾞﾛと表示するものとする。

古いCBP割当番号 (NNNN‑NNNNN)の使用期限は１９９２年７月１日に切れた。古い形式の輸入者番号は全て無効状態に置かれることになる。
ﾚｺｰﾄﾞの識別子Y

これは、ﾌﾞﾛｯｸ制御ﾍｯﾀﾞｰﾚｺｰﾄﾞと一対となっていて、かつ、ﾃﾞｰﾀﾌﾞﾛｯｸの終わりを知らせる必須のﾌﾞﾛｯｸ制御後書きﾚｺｰﾄﾞである。ACSは、そのﾃﾞｰﾀﾚｺｰﾄﾞ数を総計し、かの総計を本ﾚｺｰﾄﾞ（全ﾌﾞﾛｯｸ内詳細ﾚｺｰﾄﾞ数）に照らし合わせて検証する訂正機構を持っている。この総数にはﾍｯﾀﾞｰ及び後書きの制御ﾚｺｰﾄﾞは含まれない。もし総計が合わなければ、そのﾃﾞｰﾀﾌﾞﾛｯｸ全体が拒絶される。
	ﾚｺｰﾄﾞの識別子Y

	データ要素
	長さ/ 部類
	位置　（桁）
	状態
	説明
	注記

	制御識別子
	1A
	1
	M
	常にYに等しくなければならない。
	

	フィラー
	2AN
	2‑3
	M
	空白［ｽﾍﾟｰｽ］埋め。
	

	処理する地区/　通関地 符号
	4N
	4‑7
	M
	処理する地区/通関地を表す符号。有効な地区/通関地符号は本刊行物の参考資料抜粋ﾌｧｲﾙの章を通じて照会できる。この符号はﾚｺｰﾄﾞの識別子Bのかの符号と同一でなければならない。
	1

	通関申告者略号
	3AN
	8‑10
	M
	税関国境警備局(CBP)により現役の通関申告関連資料作成者全員に割当てられた一意の略号。通関申告が何処に提出されたかには構わず、申告番号の最初の3桁を通関申告者略号が占める。この略号はﾌﾟﾛｯｸ制御ﾍｯﾀﾞｰﾚｺｰﾄﾞ（ﾚｺｰﾄﾞの識別子B）（中）の通関申告者略号と同一でなければならない。
	

	適用業務識別子


	2X
	11‑12
	M
	適用業務を識別するコード。このｺｰﾄﾞはﾚｺｰﾄﾞの識別子Bのかのｺｰﾄﾞと同一でなければならない。
	

	全ﾌﾞﾛｯｸ内の　　ﾄﾗﾝｻﾞｸｼｮﾝ　　　詳細ﾚｺｰﾄﾞ数
	5N
	13‑17
	M
	ﾌﾛｯｸなるものの内のﾃﾞｰﾀ詳細ﾚｺｰﾄﾞの数。これにはﾍｯﾀﾞｰ及び後書きの制御ﾚｺｰﾄﾞ数は含まれない。
	

	推定関税総額
	12N
	18‑29
	C
	これは納税申告ﾄﾗﾝｻﾞｸｼｮﾝにのみ適用される。これは他ならぬこのブロックに含まれる納税申告の（ﾚｺｰﾄﾞの識別子90の3-13桁による）推定関税総額の価格とする。小数点以下２桁を暗示する。もし、関税が整数（ﾄﾞﾙ）なら、小数点以下２桁（ｾﾝﾄ）にはｾﾞﾛを入れる。
	

	予定納税総額
	12N
	30‑41
	C
	これは納税申告ﾄﾗﾝｻﾞｸｼｮﾝにのみ適用される。これは（ﾚｺｰﾄﾞの識別子90の14-24桁による）予定納税総額の価格とする。小数点以下２桁を暗示する。もし、税金が整数（ﾄﾞﾙ）なら、小数点以下２桁（ｾﾝﾄ）にはｾﾞﾛを入れる。  
	

	フィラー
	39AN
	42‑80
	M
	空白［ｽﾍﾟｰｽ］埋め。
	


「注１」
ﾄﾗﾝｻﾞｸｼｮﾝ制御ﾍｯﾀﾞｰ(A)と後書き(Z)ﾚｺｰﾄﾞの双方において、申告者及び地区/通関地符号がそれぞれ一致しなければならず、また、それら（申告者と地区/通関地符号）によって参加者のﾃﾞｰﾀ処理ｻｲﾄ（恐らくｻｰﾋﾞｽ機関）が特定される。ﾌﾛｯｸ制御・ﾍｯﾀﾞｰ(B)及び後書き(Y)ﾚｺｰﾄﾞはそのﾌﾞﾛｯｸ内に含まれるﾃﾞｰﾀと関連する地区及び通関申告者略号を包含しなければならない。
ﾄﾗﾝｻﾞｸｼｮﾝ制御ﾚｺｰﾄﾞ（A及びZ）における地区/通関地と申告者略号の関係、並びにﾌﾞﾛｯｸ制御ﾚｺｰﾄﾞ（B及びY）における地区/通関地と申告者略号の関係がﾃﾞｰﾀの送信より前にCBPと共に確立されなければならない。ACS（ｼｽﾃﾑ）の機密保持機能がこの情報を送受信毎に検証する。それ故に、新事務所所在地のために（CBPから）ﾃﾞｰﾀを送信したいサービス機関又は複数港に拠点を有する通関業者/輸入者は、かの所在地のための送信より前に、CBP相談窓口担当官と連絡を取らなければならない。同じく、既に活動中の参加者が、ｻｰﾋﾞｽ機関から自主運用に変わる、或いはその逆、若しくはあるｻｰﾋﾞｽ機関から別のｻｰﾋﾞｽ機関に変わる場合にも、CBP相談窓口担当官に通知しなければならない。
ﾚｺｰﾄﾞの識別子Z

これはﾄﾗﾝｻﾞｸｼｮﾝﾌｧｲﾙの終わりを表すのに使用される必須のﾄﾗﾝｻﾞｸｼｮﾝ制御後書きﾚｺｰﾄﾞである。
	ﾚｺｰﾄﾞの識別子 Z

	データ要素
	長さ/ 部類
	位置　（桁）
	状態
	説明
	注記

	制御識別子
	1A
	1
	M
	常にZに等しくなければならない。
	

	ABI受信者の　地区/通関地
	4N
	2‑5
	M
	ABIﾃﾞｰﾀを受信するﾃﾞｰﾀ処理ｻｲﾄの地区/通関地を表す符号。有効な地区/通関地符号は本刊行物の参考資料抜粋ﾌｧｲﾙの章を通じて照会できる。この符号はﾚｺｰﾄﾞの識別子Aのそれと同一でなければならない。
	1

	受信者の申告者略号
	3AN
	6‑8
	M
	CBPにより現役の通関申告関連資料作成者全員に割当てられた一意の略号。この略号はﾄﾗﾝｻﾞｸｼｮﾝ制御ﾍｯﾀﾞｰﾚｺｰﾄﾞ（ﾚｺｰﾄﾞの識別子A）（中）の通関申告者略号と同一でなければならない。
	1

	受信者のﾊﾟｽﾜｰﾄﾞ
	6AN
	9‑14
	M
	利用者とCBP両者により同意されたパスワードを表す(CBP)出力専用コード。このコードはﾚｺｰﾄﾞの識別子Aのそれと同一でなければならない。
	

	現在の日付
	6N
	15‑20
	M
	現在の日付を表すMMDDYY（月、日、年）形式での数値表示の日付。この日付はﾚｺｰﾄﾞの識別子Aのそれと同一でなければならない。
	

	バッチ番号
	2N
	21‑22
	M
	当日のABI伝送に対する一連のﾊﾞｯﾁｶｳﾝﾄを表す01から99までの数字。もし、利用者がﾃﾞｰﾀを１日に１回伝送するなら、そのﾊﾞｯﾁ番号は常に01である。しかしながら、もし、利用者がﾃﾞｰﾀを２回以上伝送するなら、そのﾊﾞｯﾁ番号は01から始めて伝送される各ﾊﾞｯﾁ毎に１ずつ増やされるべきである。ﾊﾞｯﾁ番号はACS内に納税申告ﾚｺｰﾄﾞの一部として保存されない。この番号はﾚｺｰﾄﾞの識別子Aのそれと同一でなければならない。
	

	全国輸入者清算

 (NIL)標識
	3A
	23‑25
	C
	全国輸入者清算(NIL)標識を表す符号。 もし、利用者がNIL制度に従って、清算/延期/中止に関する好意に基く通知を受け取る権限を与えられているなら、この符号はNILである。清算/延期/中止の好意に基く通知に関する追加情報については、本刊行物の好意に基く通知の章を参照のこと。これは出力に限り適用される。
	

	フィラー
	12AN
	26‑37
	M
	空白［ｽﾍﾟｰｽ］埋め。
	

	受信者の事務所コード
	2N
	38‑39
	O
	特定の(CBP)出力専用利用者事務所を表す、利用者とCBP両者により同意されたコード。
	1

	フィラー
	41AN
	40‑80
	M
	空白［ｽﾍﾟｰｽ］埋め。
	


「注１」
ﾄﾗﾝｻﾞｸｼｮﾝ制御ﾍｯﾀﾞｰ(A)と後書き(Z)ﾚｺｰﾄﾞの双方において、申告者及び地区/通関地符号がそれぞれ一致しなければならず、また、それら（申告者と地区/通関地符号）によって参加者のﾃﾞｰﾀ処理ｻｲﾄ（恐らくｻｰﾋﾞｽ機関）が特定される。ﾌﾛｯｸ制御・ﾍｯﾀﾞｰ(B)及び後書き(Y)ﾚｺｰﾄﾞはそのﾌﾞﾛｯｸ内に含まれるﾃﾞｰﾀと関連する地区及び通関申告者略号を包含しなければならない。
ﾄﾗﾝｻﾞｸｼｮﾝ制御ﾚｺｰﾄﾞ（A及びZ）における地区/通関地と申告者略号の関係、並びにﾌﾞﾛｯｸ制御ﾚｺｰﾄﾞ（B及びY）における地区/通関地と申告者略号の関係がﾃﾞｰﾀの送信より前にCBPと共に確立されなければならない。ACS（ｼｽﾃﾑ）の機密保持機能がこの情報を送受信毎に検証する。それ故に、新事務所所在地のために（CBPから）ﾃﾞｰﾀを送信したいサービス機関又は複数港に拠点を有する通関業者/輸入者は、かの所在地のための送信より前に、CBP相談窓口担当官と連絡を取らなければならない。同じく、既に活動中の参加者が、ｻｰﾋﾞｽ機関から自主運用に変わる、或いはその逆、若しくはあるｻｰﾋﾞｽ機関から別のｻｰﾋﾞｽ機関に変わる場合にも、CBP相談窓口担当官に通知しなければならない。
見本 1:							見本 2:





ﾚｺｰﾄﾞの制御識別子					ﾚｺｰﾄﾞの制御識別子





A	(ﾄﾗﾝｻﾞｸｼｮﾝ制御ﾍｯﾀﾞｰ)	　　　　		A





B	(ﾌﾞﾛｯｸ制御ﾍｯﾀﾞｰ)				B





10							J





90							J


     *


10							J





90							Y





Y	(ﾌﾞﾛｯｸ制御後書き)				B





B	(ﾌﾞﾛｯｸ制御ﾍｯﾀﾞｰ)				J





10							J





90							J		


    **


10							Y





90							Z





Y	(ﾌﾞﾛｯｸ制御後書き)





Z	(ﾄﾗﾝｻﾞｸｼｮﾝ制御後書き)





ここで留意すべきは“A”ﾚｺｰﾄﾞと“Z”ﾚｺｰﾄﾞで区切られたﾄﾗﾝｻﾞｸｼｮﾝﾌｧｲﾙの範囲内で適用業務種別の混在が許されないことである。例えば、輸入者/担保ﾌｧｲﾙに関する問合わせ（適用業務識別子KI）は独自のA-Zﾄﾗﾝｻﾞｸｼｮﾝﾌｧｲﾙを必要とする。前述のKIﾄﾗﾝｻﾞｸｼｮﾝは見本1のEI（納税申告）又は見本2のJI（納税申告問合わせ）に含められない。１つのﾄﾗﾝｻﾞｸｼｮﾝﾌｧｲﾙの範囲内で、各地区毎に別個の(B-Y)ﾌﾞﾛｯｸが生成されなければならない。但し、地区横断処理が許可されている場合を除く。そしてその上、１つの”ﾌﾞﾛｯｸ”の範囲内のﾄﾗﾝｻﾞｸｼｮﾝﾃﾞｰﾀが同一申告者略号用でなければならない。





  * = ある地区用


** = それとは別地区用


図1：ABIﾚｺｰﾄﾞの代表的な構成
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